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１ 国および地方の財政状況

我が国の経済は、引き続き穏やかな拡大基調を示すもののと考えられていましたが、原油価格

の高騰やアメリカのサブプライムローンに端を発した世界的な金融不安など経済のグローバル化

により、堅調とされた日本の景気も後退の影が見え隠れする時勢となっています。

外需依存度の高い日本経済の脆弱な体質が問題とされており、内需拡大へ向けた経済対策が大

きな課題とされています。

、 、平成２０年度における国の予算は 歳出改革を軌道に乗せる上で極めて重要な予算と位置づけ

編成にあたっては 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７日、

）」 「 （ ）」 、閣議決定 及び 経済財政改革の基本方針２００７ 平成１９年６月１９日閣議決定 に則り

財政健全化に向け、歳出全体にわたる徹底した見直しを図り、歳出抑制と予算配分の重点化・効

率化を実施し、基礎的財政収支の改善を図り、国債発行額についても極力抑制した予算とされて

います。

、 （ ，国から示された平成２０年度の地方財政計画の規模は ８３兆４０１４億円 前年度比＋２,
７５３億円、＋０．３％）と７年ぶりに前年度を上回る水準となっています。しかし、この数字

は、２０年度に新たに設けられた地方再生対策費、４，０００億円を盛り込んだ数字であり、こ

れを除くと８３兆１４億円となり、前年を０．２％下回る規模となっています。

歳入に占める一般財源比率は、６８．４％（対前年比で＋０．３％)で、一般財源総額は、５

９兆８，８５８億円（対前年比で＋１．１％)となっており、増額確保されています。今回、地

方財政対策として新たに設けられた「地方再生対策費」は、地方交付税の特別枠として新設され

たもので、地方税の偏在是正よって生じた財源を活用し、特に財政状況の厳しい地域に重点的に

配分するとされています。

成熟社会の中で「物から心へ 、自治体予算は「ハードからソフトへ 「選択と集中」という既」 」

、 、成を打破する価値の転換が求められる一方 実感なき経済成長と評される富の偏在が強まる中で

市民の負担感や地域格差の問題がクローズアップされるようになっています。こういった中、地

方都市の再生は、国や県に頼るのではなく、自らの明日に希望のもてるまちづくりを市民と行政

とが一体になって創りあげていく地方の自立の意思こそが地方都市再生への大きな鍵となってい

ます。また、既成の行政の枠にとらわれず、行政サービスと言えどコスト意識を徹底し、更なる

行政コストの縮減を図り、指定管理制度の積極的な導入等による民間活力の導入やアウトソーシ

、 、ングについても積極的に検討し 身の丈にあった行財政規模へと転換することが求められており

これこそが、肥大化した地方行政を再生させるキーポイントだとされています。

第二期地方分権改革がスタートし、昨年１１月には、地方分権改革推進委員会から「中間的な

取りまとめ」が発表されました。それによると国による義務づけやシーリング枠、関与の規制や

廃止・縮小といった分権部分にも踏み込み、個別の行政分野の改革の方向性を示す内容となって

います。今後の地方分権改革の具体的内容は、地方分権改革推進委員会の勧告が順次出される予

、 。定であり 地方分権改革にとって平成２０年度は一つのターニングポイントと考えられています

また、今後法人事業税の配分見直しやふるさと納税の創設などが行われる見込みであり、こう

した取組自体によって偏在性の少ない地方税体系の構築や地方交付税の復元など、地方税財政制

度全体の中で抜本的な措置が期待されます。

国 及 び 地 方 財 政 計 画 の 財 政 規 模 等 の 推 移 （ 単 位 ： 億 円 、 ％  ）

平 成 1 6 年 度 平 成 1 7 年 度 平 成 1 8 年 度 平 成 1 9 年 度 平 成 2 0 年 度

財 政 規 模 8 2 1 ,1 0 9 8 2 1 ,8 2 9 7 9 6 ,8 6 0 8 2 9 ,0 8 8 8 3 0 ,6 1 3

伸 び 率 0 .3 9 % 0 .0 9 % - 3 .0 4 % 4 .0 4 % 0 .1 8 %

一 般 歳 出 4 7 6 ,3 2 0 4 7 2 ,8 2 9 4 6 3 ,6 6 0 4 6 9 ,7 8 4 4 7 2 ,8 4 5

伸 び 率 0 .0 8 % - 0 .7 3 % - 1 .9 4 % 1 .3 2 % 0 .6 5 %

財 政 規 模 8 4 6 ,7 0 0 8 3 7 ,6 8 7 8 3 1 ,5 0 8 8 3 1 ,2 6 1 8 3 4 ,0 1 4

伸 び 率 - 1 .7 9 % - 1 .0 6 % - 0 .7 4 % - 0 .0 3 % 0 .3 3 %

一 般 歳 出 6 8 1 ,0 0 0 6 7 3 ,2 1 6 6 6 4 ,8 0 1 6 5 7 ,3 5 0 6 5 7 ,6 2 6

伸 び 率 - 2 .3 2 % - 1 .1 4 % - 1 .2 5 % - 1 .1 2 % 0 .0 4 %

過 去 ５ 年 間 の 数 字
平 成 2 0 年 度 の 地 方 財 政 計 画 の 一 般 歳 出 数 字 は 、 地 方 再 生 対 策 費 を 除 い て い ま す 。

区 分
国
の
一
般
会
計

地
方
財
政
計
画
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２ 予算編成方針

地方財政は、構造改革の名の下に進められた「三位一体改革」以降、地方交付税に依存する自
治体にとっては、交付税の総額抑制等により大変厳しい状況が続いています。

当市においては、経常収支比率が毎年悪化し、臨時的な経費には財政調整基金をはじめ各種
基金を取り崩して充当するという状況が続いています。

財政の健全運営に向けて、再生市民会議や再生計画推進会議など市民・職員が一体となった
行財政改革に取り組んでいますが、財政収支見通しは大変苦しい状況にあり、平成２２年度からは
地方交付税等が段階的に縮減（５年間で１６億円の減）され、現状のままで推移すれば毎年１３～１
８億円の財源不足が生じ、数年のうちに財政調整基金は底をつく状況にあります。

このような課題を抱える当市にとっては、歳入の確保とともに歳出見直しによる経費削減が急務
であり、予算編成に反映させる必要があります。

平成２０年度要求において経常経費は、事務費を含む単独事業の一般財源について平成１８年
度決算額（経常予算にかかる執行額）以下での予算要求を行うことを各部署に求めました。

予算要求時に指示した基本的事項

（1） 経常的事業については昨年度を上限に、事務費を含む単独事業の一般財源については平
成１８年度決算額（経常予算にかかる執行額）以下で要求すること。

（2） 再生計画推進会議による提案事項や、再生市民会議からの答申事項を予算要求に盛り込
むこと。

（3） 受益者負担の適正化に留意し、歳入予算の確保に向け、期限内納付の奨励に一層努力を
するとともに、滞納分については、厳正に対処すること。

（4） 財産の処分や活用等、公有財産の有効活用を積極的に検討し、歳入の確保に努めること。
（5） 事業評価を行い、事業の必要性や事業効果を見直し、その必要性、緊急性等について十

分な検討を行い、事業効果の上がっていない事業については廃止すること。
（6） 投資的経費については、各部の優先順位を付けて要求すること。
（7） 職員自ら動き人件費以外の経費を用いない事業展開（いわゆるゼロ予算事業）に努めるこ

と。
（8） 要求にあたっての判断基準は「財政の健全化」であることを共通認識すること。
（9） 要求にあたっては、十分な部内調整・部長査定等を行ったうえで要求すること。

３ 財政規模

平成20年度の一般会計の予算規模は、２１７億２，７００万円（対前年度比３億９，０００万円の
増、率にしてブラス１．８％）となっています。しかし、市債の繰り上げ償還並びに借り換え分をあわ
せた６億９，８１４万８千円を除くと差し引きマイナス３億８１４万８千円となり、実質１．４％のマイナ
スという予算となっています。

１０ある特別会計については、今年から宅地造成事業特別会計を廃止とし、新たに後期高齢者
医療保険特別会計を設けています。総額では、１２１億８，８２９万円（対前年対比３１億，６，６４６
万２千円の減、率にしてマイナス２０．６％）となっています。２つの企業会計は合計２９億２，４８４万
２千円（対前年対比３，６５２万７千円の減、率にしてマイナス１．２％）となっています。

以上、合わせた平成２０年度篠山市当初予算案の総額は、３６８億４，０１３万２千円（対前年対
比２８億１，２９８万９千円の減、マイナス７．１％）となっています。

平成20年度　篠山市当初予算
（単位：千円、％ ）

平成20年度 平成19年度 増 減 額 増 減 率

21,727,000 21,337,000 390,000 1.8%

12,188,290 15,354,752 -3,166,462 -20.6%

2,924,842 2,961,369 -36,527 -1.2%

36,840,132 39,653,121 -2,812,989 -7.1%合 計

区 分

一 般 会 計

特別会計 〔 １ 0 会計〕

公営企業会計〔2会計〕
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(単位：千円)
区 分 H 1 6 H 1 7 H 1 8 H 1 9 H 2 0

一 般 会 計 22,571,000 21,475,000 21,631,000 21,337,000 21,727,000

特別会計〔１０会計〕 17,490,103 14,724,892 14,652,131 15,490,864 12,188,290

企業会計〔２会計〕 4,458,418 3,686,772 2,549,857 2,825,257 2,924,842

合 計 44,519,521 39,886,664 38,832,988 39,653,121 36,840,132

４ 歳入の概要

平成20年度の篠山市の財政状況は、歳入面では、市税が５６億５，１０２万９千円、対前年度７，
８６８万７千円（対前年比1.4％増）の増加となっています。市民税は、個人市民税が１９億６，７６７
万２千円（対前年比3.1％増）と増加となっている一方、法人市民税については、逆に３億６，７２２万
７千円（対前年比13.8％減）と大きく落ち込む傾向にあります。

平成20年度の歳入予算の確保については、市税では固定資産税が増額、普通交付税は「地方
再生対策費」が創設されたことにより増加を見込むものの、譲与税等が減額となるため、一般財源
全体としては大変厳しい状況が続いており、歳出予算の削減に努めると共に、市債の発行額をで

きるだけ抑えた上で、収支バランスの乖離については、最終的に財政調整基金５．５億円の取り崩

しによって収支のバランスを確保しています。
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40,000,000
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特別会計

一般会計

財　政　規　模　の　推　移　(　過去５年間　)
単位：千円



- 4 -

歳 入

（1） 市 税
歳入の根幹である市税収入は、個人市民税が５ ９０８万８千円（３．１％）の増、法人分に,

ついては都市部と異なり、景気の堅調さを保てず５８９３万円（１３．８％）の減となってお,
り、厳しい状況となっています。固定資産税は、家屋、償却資産の伸びにより、２９億２９２万
６千円、前年対比８ ９２７万４千円（３．２％）の増となっています。国有資産等所在市町村,
交付金及び納付金については、１８５万９千円の減となっています。軽自動車税については、ガ
ソリン価格の高騰等により軽自動車の登録が増加したことにより、１５９万５千円(１．６％)の

。 、 、 ，増となっています 市たばこ税については健康増進法の施行以降 年々減少が続き 前年対比１
４９２万３千円(６．２％)の減となっています。入湯税については、４４３万８千円(８．９％)
の増となっています。

（2） 地方譲与税及び地方特例交付金
全体で３億１，７５４万７千円、対前年度１，０５１万２千円、３．４％の増額となってい
。 、 ， 、 ， 、ます その内訳は 自動車重量譲与税が２億３ ７４１万４千円 対前年度１ １０８万９千円

４．９％の増額で決算見込み額及び地方財政計画の伸び率により見込んでいます。
、 、 ， 、 、 ． 、次に 地方道路譲与税は ８ ０１３万３千円 対前年度５７万７千円 ０ ７％の減額で

平成１９年度の決算見込み額及び国の地方財政計画の伸び率を考慮して算定しています。
地方特例交付金は、４，４０７万６千円で対前年度３，５７８万５千円、４４．８％の減額

で、その内訳は、地方特例交付金が２，７４９万３千円、対前年度１，７８６万５千円、３９．
４％の減額で、児童手当特例交付金は決算見込みにより積算し、減収補てん特例交付金は新規の
交付金で個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の実施に伴う交付金
で９０７万６千円の皆増となっています。

また、恒久的減税による減収を補てんする制度であった特例交付金が平成１８年度をもって
、 ，廃止されたことに伴う平成２１年度までの経過措置として設けられた特別交付金については １

６５８万３千円、対前年度１，７９２万円、５１．９％の減額となります。

（単位:千円､％）

款　 平成20年度 構成比 平成19年度 構成比 増減額 増減率

市 税 5,651,029 26.0% 5,572,342 26.1% 78,687 1.4%
地 方 譲 与 税 317,547 1.5% 307,035 1.4% 10,512 3.4%
利 子 割 交 付 金 37,468 0.2% 36,092 0.2% 1,376 3.8%
配 当 割 交 付 金 39,106 0.2% 25,476 0.1% 13,630 53.5%
株式等譲渡所得割交付金 24,431 0.1% 28,041 0.1% -3,610 -12.9%
地 方 消 費 税 交 付 金 395,465 1.8% 426,933 2.0% -31,468 -7.4%

ゴルフ場利用税交付金 168,736 0.8% 143,163 0.7% 25,573 17.9%

自動車取得税交付金 159,116 0.7% 237,613 1.1% -78,497 -33.0%

地 方 特 別 交 付 金 44,076 0.2% 79,861 0.4% -35,785 -44.8%

地 方 交 付 税 8,992,000 41.4% 8,691,000 40.7% 301,000 3.5%

交通安全対策特別交付金 11,700 0.1% 13,300 0.1% -1,600 -12.0%

分 担 金 及 び 負 担 金 393,595 1.8% 419,931 2.0% -26,336 -6.3%

使 用 料 及 び 手 数 料 628,107 2.9% 650,608 3.0% -22,501 -3.5%

国 庫 支 出 金 921,141 4.2% 870,174 4.1% 50,967 5.9%

県 支 出 金 983,902 4.5% 1,060,135 5.0% -76,233 -7.2%

財 産 収 入 24,364 0.1% 24,487 0.1% -123 -0.5%

寄 附 金 2 0.0% 171 0.0% -169 -98.8%

繰 入 金 1,097,580 5.1% 1,212,657 5.7% -115,077 -9.5%

繰 越 金 50,000 0.2% 50,000 0.2% 0 0.0%

諸 収 入 389,635 1.8% 432,881 2.0% -43,246 -10.0%

市 債 1,398,000 6.4% 1,055,100 4.9% 342,900 32.5%
合 計 21,727,000 100.0% 21,337,000 100.0% 390,000 1.8%

歳入予算の内訳
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（3） 地方交付税
対前年度３億１００万円、率にして３．５％の増額の見込みで８９億９，２００万円を見込ん

。 、 ， 、 、でいます その増加要因は 普通交付税８１億７ ２００億円 対前年比３億１００万円の増で
これは新たに設けられた地方再生対策費２億７，１００万円等によるものです。しかし、平成１

， 、 ． 。９年度決算見込額と比較すると６ ６１１万３千円 率にして０ ８％の増加に留まっています
。特別交付税については、前年当初と同額を見込んでいます

（4） 国・県支出金
国庫支出金は９億２，１１４万１千円で、５，０９６万７千円、５．９％の増額で、国庫負

、 、 ， 、担金では 民生費国庫負担金のうち 障害者自立支援法給付事業負担金が１ ８８４万円の増額
児童手当負担金が２，７３３万７千円の増額、国庫補助金では、民生費国庫補助金で地域介護・
福祉空間整備交付金事業補助金が２，７００万円、後期高齢者医療制度創設準備事業費補助金が
３，２６０万６千円それぞれ減額、土木費国庫補助金では、市道大沢新栗栖野線改良に係る道路
橋りょう費補助金が１億２３０万円の増額、また都市計画費補助金や地域住宅交付金については
減額となっています。

また、教育費補助金では、安全・安心な学校づくり交付金３，０１１万円の皆増などにより
２，８４４万３千円の増額となっています。

県支出金は、９億８，３９０万２千円で、対前年度７，６２３万３千円、７．２％の減額で、
， 、 、負担金では後期高齢者医療保健基盤安定化負担金７ ８４９万８千円の皆増など 県補助金では

障害者支援に係るものや老人医療費や重度心身障害者医療費助成事業補助金などの減額により民
生費補助金が７，５５９万７千円の減額、農林水産業費補助金のうち農業費補助金では、新山村
振興等農林漁業特別対策事業補助金１，２１６万７千円の減額など、林業費補助金では混交林整
備事業補助金４，１１５万８千円の皆増などにより１，３５２万７千円の増額となっています。

（5） 市 債
市債は、１３億９，８００万円で、対前年度３億４，２９０万円、３２．５％の増額で、平

成１３年度に発行した５億円のミニ公募債の借り換えによる４億円の市債が主なものとなってお
り、それを除く通常債では５，７１０万円、９．７％の減額となっています。

市税の内訳
（単位:千円､％）

平成20年度 構成比 平成19年度 構成比 増減額 増減率
2,334,899 41.3% 2,334,827 41.9% 72 0.0%

個 人 市 民 税 1,967,672 34.8% 1,908,664 34.3% 59,008 3.1%
法 人 市 民 税 367,227 6.5% 426,163 7.6% -58,936 -13.8%

2,931,162 51.9% 2,843,747 51.0% 87,415 3.1%
固 定 資 産 税 2,902,926 51.4% 2,813,652 50.5% 89,274 3.2%
国有資産等所在
市町村交付金及
び 納 付 金

28,236 0.5% 30,095 0.5% -1,859 -6.2%

105,907 1.9% 104,222 1.9% 1,685 1.6%
224,867 4.0% 239,790 4.3% -14,923 -6.2%
54,194 1.0% 49,756 0.9% 4,438 8.9%

5,651,029 100.0% 5,572,342 100.0% 78,687 1.4%

市 た ば こ 税
入 湯 税

合　　　　計

款　項　目
市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税
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固 定 資 産 税

(5 1 .8 % )市 民 税

(4 1 .3 % )

市 た ば こ 税

(4 .0 % )

軽 自 動 車 税

(1 .9 % ) 入 湯 税

(1 .0 % )

Ｈ 2 0 当 初 予 算 に 係 る 市 税 の 内 訳

(単 位 :人 ･世 帯 )

年 　度 合 　計 男 女 世 帯 数 備 　　考

平 成 13年 度 47,749 22,788 24,961 15,170 H.13年 1月 末

平 成 14年 度 47,846 22,837 25,009 15,455 H.14年 1月 末

平 成 15年 度 47,782 22,811 24,971 15,611 H.15年 1月 末

平 成 16年 度 47,579 22,698 24,881 15,740 H.16年 1月 末

平 成 17年 度 47,391 22,633 24,758 15,913 H.17年 1月 末

平 成 18年 度 47,012 22,473 24,539 16,040 H.18年 1月 末

平 成 19年 度 46,613 22,291 24,322 16,260 H.19年 1月 末

平 成 20年 度 46,204 22,149 24,055 16,389 H.20年 1月 末

人口及び世帯数の推移

0
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30000

40000

50000

平成13年度平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度

47749 47846 47782 47579 47391 47012 46613 46204

15170 15455 15611 15740 15913 16040 16260 16389

篠山市の人口と世帯数

合　計

男

女

世帯数

単位：人・世帯
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５ 歳出の概要

歳出については、人件費等の抑制により、義務的経費の拡大を抑えるよう努めましたが、
公債費が大きく延びているのは、市債の繰上償還や借換を含んでいるためで、それらを除く
義務的経費は、３億３，７００万円、３％の減額となっています。

新規事業を極力制限し、新たな歳出を抑制したものの、公債費の繰上償還や借換、水道事
業会計への繰出金の増加、或いは後期高齢者医療費給付等事業の新規実施に伴う経費が大き

、 、 ． 、く増加したことにより 歳出全体としては １ ８％増加するという結果になっていますが
本年度、一時的に発生する繰上償還分と借換を除くと１．４％の減額になります。

（１）目的別内訳
目的別歳出の内訳では、総務費が３．３％増となっていますが、これは通常の職員人件費

が約８，０００万円減額したのに対し、退職手当特別負担金が１億５，１９９万２千円増加
したことなどが主な要因です。衛生費の１０．９％増は水道事業会計繰出金の増額が主な要
因です。労働費が３２．４％と伸び率が大きくなっていますが、金額的には対前年比２３６
万４千円であり、職員人件費の増によるものです。その次に土木費が、３．５％増えていま
すが、国庫補助道路整備事業の増額やまちづくり交付金事業の篠山城下町地区整備事業によ
るものです。また、公債費についても対前年比１１．５％と更に増加していますが、これは
市債の繰上償還と借換分、６億９，８１４万８千円によるものです。

款　項　目 平成20年度 構成比 平成19年度 構成比 増減額 増減率

議 会 費 192,744 0.9% 193,387 0.9% -643 -0.3%

総 務 費 2,160,312 9.9% 2,090,483 9.8% 69,829 3.3%

民 生 費 4,177,185 19.2% 4,425,040 20.7% -247,855 -5.6%

衛 生 費 1,745,086 8.0% 1,574,217 7.4% 170,869 10.9%

労 働 費 9,656 0.0% 7,292 0.0% 2,364 32.4%

農林水産業費 1,373,632 6.3% 1,490,058 7.0% -116,426 -7.8%

商 工 費 204,553 0.9% 235,813 1.1% -31,260 -13.3%

土 木 費 2,091,686 9.6% 2,020,014 9.5% 71,672 3.5%

消 防 費 688,493 3.2% 741,994 3.5% -53,501 -7.2%

教 育 費 2,661,097 12.2% 2,694,794 12.6% -33,697 -1.3%

公 債 費 6,058,587 27.9% 5,433,061 25.5% 625,526 11.5%

諸 支 出 額 273,969 1.3% 340,847 1.6% -66,878 -19.6%

予 備 費 90,000 0.4% 90,000 0.4% 0 0.0%
計 21,727,000 100.0% 21,337,000 100.0% 390,000 1.8%

《目的別歳出の内訳》
(単位：千円、％)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.9%

9.9% 19.2% 8.0% 6.3%

0.9%

9.6%

3.2%

12.2%

1.3%

0.4%

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

諸支出額

災害復旧費

予備費

Ｈ２０年度　目的別歳出の比率

労働費、諸支出額～予備費は、少額であるため率等非表示

27.9%
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一方、民生費は５．６％の減額で、社会福祉総務費が国民健康保険特別会計事業勘定への
繰出金の減や地域介護・福祉空間整備交付金事業の減、或いは隣保館改修工事の完了による
事業減によるものです。農林水産費の７．８％減は、農業集落排水事業特別会計繰出金や今
田薬師温泉第二泉源工事に係る農業公園整備事業の減によるものです。商工費の１３．３％
減の要因は、職員人件費の減額の他、商工会に対する経営改善普及事業の補助金の減額によ
るものです。消防費の７．２％減は、救急車両購入費の減や非常勤消防費の消防団員退職報

。 ． 、 、償金の減額によるものです 諸支出額の１９ ６％の減は 基金積立額の減少によるもので
地域振興基金積立金の減が主な原因です。

（２）性質別内訳

人件費は、５０歳以上の職員に対して、勧奨退職者を募り、新規採用職員を極力制限したこと
、 ． 、 ． 、から 昨年の６ ７％の減少(金額にして３億４６万円の減少)に引き続き 更に前年比６ ４％

金額にして２億６，５１６万円の減となっています。扶助費は、１１６万４千円の増加、公債費
、 ， 。については 起債の繰上償還と借換を行うことから６億２ ５００万１千円の増となっています

これらを合わせた義務的経費は３億６，１００万５千円の増、率にして３．２％の増となり、歳
． 、 、 ． 、出に占める義務的経費の割合は５３ ６％に達しますが 繰上償還 借換を除くと３ ０％の減

義務的経費の割合は５２．０％となります。物件費については、２億８７０万８千円の減、補助
費等については後期高齢者医療費給付等事業の開始や上水道施設費の増加により６億５，８９６
万４千円、率にして５７．７％の増となっています。投資的経費に関しては、これ以上の財政の
硬直化を招かないよう極力制限したため、５，５９９万円、率にして４．４％の減となっていま
す。
義務的経費 人件費(職員の給与など）、扶助費(各種福祉施策の給付等）、公債費（地方債の返済）のように、その性質上簡単に削減

することができない経費です。

扶 助 費 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法などの法令に基づいて支出する経費で

す。地方自治体独自の支出も含まれます。

公 債 費 地方債の元金の返済、利子の支払いに要する経費のことです。

物 件 費 市の経費のうち、消費的性質をもつ経費で、賃金、旅費、交際費、需用費、委託料などがこれにあたります。

繰 出 金 一般会計、特別会計および基金の間で、相互に資金運用をするものです。その会計から他の会計に資金を移す場合を

「繰出」といいます。

平成20年度 構成比 平成19年度 構成比 増減額 増減率

11,638,892 53.6% 11,277,887 52.9% 361,005 3.2%

人 件 費 3,897,550 17.9% 4,162,710 19.5% -265,160 -6.4%

扶 助 費 1,683,349 7.7% 1,682,185 7.9% 1,164 0.1%

公 債 費 6,057,993 27.9% 5,432,992 25.5% 625,001 11.5%

3,584,000 16.5% 3,792,708 17.8% -208,708 -5.5%

25,909 0.1% 27,532 0.1% -1,623 -5.9%

1,800,880 8.3% 1,141,916 5.4% 658,964 57.7%

280,297 1.3% 340,854 1.6% -60,557 -17.8%

12,200 0.1% 3,600 0.0% 8,600 238.9%

3,088,924 14.2% 3,400,615 15.9% -311,691 -9.2%

1,205,898 5.6% 1,261,888 5.9% -55,990 -4.4%

1,205,898 5.6% 1,261,888 5.9% -55,990 -4.4%

補 助 事 業 346,172 1.6% 372,736 1.7% -26,564 -7.1%

単 独 事 業 859,726 4.0% 889,152 4.2% -29,426 -3.3%

90,000 0.4% 90,000 0.4% 0 0.0%

21,727,000 100.0% 21,337,000 100.0% 390,000 1.8%

予 備 費

合 計

投資及び出資 ・貸付金

繰 出 金

投 資 的 事 業

普通建設事業

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

《性質別歳出の内訳》
(単位：千円、％)

款　項　目

義 務 的 経 費
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経常収支比率とは

財政構造の弾力性の程度を示す指標の一つに経常収支比率があります。これは、人件費・扶助費・公債費等の経

常経費に、地方税・地方交付税・地方譲与税を中心とした経常一般財源がどの程度充当されたかを見る指標で、この

比率が低いほど普通建設事業費等の臨時的経費に充当できる一般財源に余裕があり、財政構造の弾力性に富んで

いることになります。健全化ラインとしては市で80％、町村で75％といわれています。本市の比率は合併以降上昇を続

け、硬直化の度合いが年々高まっています。

参考 H17年度 全国市町村平均90.2％ 兵庫県市町平均93.6％
H18年度決算 阪神丹波各市の数値

尼崎市98.5％ 西宮市103.5％ 芦屋市95.8％ 伊丹市103.8％ 宝塚市104.5％
川西市103.9％ 三田市95.8％ 丹波市85.2％

《主な財政指標》
指標　　　　　　　　     　　年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

経 常 収 支 比 率 （ ％ ） 77.5 81.1 80.6 84.8 86.5
公 債 費 比 率 （ ％ ） 16.3 17.2 18.1 18.7 19.5

起債制限比率（単年度）（％） 11.9 12.8 13.1 12.8 13.3
起債制限比率（3カ年平均）（％） 10.7 11.8 12.6 12.9 13.0
実質公債費比率(単年度)(％) - - - - 14.6

財 政 力 指 数 0.468 0.489 0.503 0.498 0.483
標 準 財 政 規 模 等 （ 千 円 ） 13,906,693 14,122,268 14,430,003 14,587,276 14,753,251
市 債 残 高 （ 千 円 ） 29,829,739 36,923,724 45,061,601 51,979,965 56,406,881

指標　　　　　　 　　　    　年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

経 常 収 支 比 率 （ ％ ） 94.3 92.3 97.2 97.4 99.4
公 債 費 比 率 （ ％ ） 20.7 20.8 21.5 22.0 21.2

起債制限比率（単年度）（％） 13.6 12.9 13.3 14.2 14.1
起債制限比率（3カ年平均）（％） 13.2 13.2 13.3 13.5 13.9
実質公債費比率(単年度)(％) 16.9 16.6 20.1 22.0 24.3
実質公債費比率(３カ年平均)(％) - 16.0 17.9 19.5 22.1

財 政 力 指 数 0.475 0.462 0.460 0.453 0.453
標 準 財 政 規 模 等 （ 千 円 ） 14,841,305 15,217,367 15,667,817 15,743,061 16,043,526
市 債 残 高 （ 千 円 ） 55,842,524 54,190,784 51,909,857 48,276,237 44,424,290

※　平成19年度は決算見込み、平成20年度は当初予算案の数値

（11～18年度の数値は地方財政状況調査による）
※　実質公債費比率(３カ年平均)は、平成17年度以降の算出となっています。 
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６ ポイントとなる重点施策

平成２０年度は、篠山再生の年と位置づけ、喫緊の課題であり、乗り越えなければならな
い「篠山再生計画」の策定とその実施に向けた取り組みを最優先課題と位置づけ、全市民の
叡智と力を結集して、将来に夢を繋ぐための行財政改革に取り組みます。

「篠山へ帰ろう住もう運動 「ふるさと応援団 「築城４００年祭」といったふるさと篠山」 」
の再生に向けたソフト事業に行政施策の重点を置くと共に、市民生活の安心、安全を守る消
防設備の充実や子育てしやすい環境整備についても積極的に取り組みを進めます。

また、本市の特性でありまちの顔である歴史と文化を大切にしたまちづくりについても築
城４００年という節目の年を前にし、市民と地域の理解を得ながら、歴史的景観の保護と活
用に向けた取り組みを推進します。

－篠山再生市民会議－ⅰ 篠山再生計画策定に向けて

概 要 篠山市が抱える財政再建という喫緊の課題を中心に個性ある地方都市として再
生するために、市の行財政改革の内容や魅力あるまちづくりに向けた施策を示す
「篠山再生計画 （期間：平成 年度～ 年度）を策定します。」 20 22

予 算 額 １，０２５千円 【Ｈ１９から継続】

ⅱ 築城４００年祭記念事業の推進

概 要 篠山のシンボルである国指定史跡「篠山城」が、平成２１年に築城４００年を
迎えることから、これを契機として新たなまちづくりに取り組むため「丹波篠山
築城４００年祭事業」を実施します。

事業では、城下町篠山の歴史や文化を検証し、次世代に継承するとともに、篠
山ならではの歴史に培われた文化や篠山の魅力を全国に発信します。また、一過
性のイベントでなく、４００年祭を契機として、市民の皆さんが主体の新しいま
ちづくりのスタートとなるよう公募、参加型のイベントを重視し、誰もが参加で
きるまちぐるみの祭りとなるよう取り組みます。平成２０年度は、プレイベント
として各種ＰＲ事業を実施するとともに祭り本番に向けた体制整備を行います。

場 所 篠山城周辺及び全市内

予 算 額 １９，４９５千円

ⅲ ふるさと篠山へ帰ろう住もう運動事業

概 要 ふるさと篠山の活性化や再生のためには若者の定着やＩターン、Ｕターンとい
った定住人口の増加施策が重要であり、篠山の将来を描く鍵と考えています。篠
山市は、ＪＲや高速道路といった交通網も整い「都会に近い田舎」と言われ、観
光客も多く、交流人口の多さが特性となってます。しかし、市の人口は少子高齢
化により減少しつつあり、利便性・快適性・豊かな自然や歴史文化・人情・コミ
ュニティなどの恵まれた生活環境をもちつつも、こういった特性を定住人口の増
加という面では、十分に活かされているとはいえない状況にあります。このこと
を行政・市民が再認識して、篠山から出た人たちに帰ってきてもらう取り組みを

「 」 。全市的に推し進める運動 ふるさと篠山へ帰ろう住もう運動 として推進します

場 所 篠山市内及び市外

予 算 額 ６１９千円
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ⅳ 子育てしやすい環境整備

乳幼児等医療費助成制度の拡充

内 容 乳幼児等（小学校６年生まで）にかかる医療費の一部を助成することにより、
子育て家庭の家計の負担を軽減し、子どもしやすい環境整備の拡充を図ります。

現行制度：対象年齢０歳児～小学３年生まで
入院は全年齢自己負担なし。
通院は２歳児まで自己負担なし。３歳児～小学３年生については保険診
療にかかる自己負担額から、１医療機関あたり１日７００円を限度に、
月２回（１，４００円）までを控除した額を助成。
【所得制限あり、但し０歳児については無し】

拡 充 後：対象年齢を小学６年生まで拡大

予 算 額 ８４，４５７千円【拡大措置に要する経費 １４，０００千円】

ⅴ 歴史と文化のまちづくり

① 史跡篠山城跡保存修理事業

内 容 史跡篠山城跡内堀復元工事に引き
続き取り組み、歴史と文化のまち篠
山のシンボルである篠山城跡の史跡
整備を推進します。

場 所 史跡「篠山城跡」内

予 算 額 ４１，０３０千円

内堀の復元の様子
② 篠山市篠山伝統的建造物群の保存事業

内 容 国の選定を受けている篠山市篠山
伝統的建造物群保存地区の修理保存
事業に継続して取り組みます。

場 所 篠山市篠山伝統的建造物群保存地
区内

予 算 額 ５３，３８７千円

河原町の町並み
③ 町並調査事業
内 容 篠山市福住地区の町並み調査を実施し修理保存に向けての基礎調査に取り組み

ます。

場 所 篠山市福住地区内

予 算 額 ５，５３２千円
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７ 具体的予算措置
（市民参画、協働）１ 市民参画のまちづくり

篠山市のまちづくりの基本である参画と協働に地域づくりを進めるため、まちの将来のあ
るべき姿について、行政と市民がしっかりと手を携え、主体的にまちづくりに参画し 「ひ、
と・もの・こころ」といったここ篠山にしかないふるさとの地域資源や人材を生かすまちづ
くりを始めます。本年度は、篠山の再生に向け、まちが元気を取り戻すための施策の充実に
取り組みます。

( ) 「篠山市自治基本条例」の主旨に則り、市民の目線 、市民の視点に立ち、市内の各地域で1 」
行われているまちづくりを尊重しながら、篠山市の再生に向け市民との協働によって将来を
見据えた持続的な発展を可能とするまちづくりを推進します。

□篠山市ふるさといちばん会議 １２０千円---------------------------------------------------------------------
□まちづくり協議会事務費 １,４３３千円-------------------------------------------------------------------------
□官学地域連携事業 １,５５０千円------------------------------------------------------------------------------
□篠山再生計画事業 １,０２５千円-----------------------------------------------------------------------
□男女共同参画費 １,０２２千円-----------------------------------------------------------------------------------
□築城４００年記念事業 １９,４９５千円---------------------------------------------------------------------------
□ふるさと篠山へ帰ろう住もう運動推進事業 ６１９千円---------------------------------------------------
□丹波篠山ふるさと応援団事業 １,００８千円------------------------------------------------------------------

２ 学びを支えるまちづくり －教育関係予算－

学校教育、社会教育は、まちづくりを支える人づくりの基本です。一人ひとりの市民が、
生涯を通じて生き生きと暮らし自主的、自発的に学び、人格を磨き、豊かで充実した人生を
過ごす姿「一人一人が光り輝く篠山」を理想の姿として、子どもから大人まですべての市民
が、お互いに手を携えて学び合える教育環境づくりに取り組みます。

( ) 学校教育を取り巻く環境は、少子化による子どもの数の減少や核家族化による都市部や市1
街地への集中により、大きく変化しています。しかし、明日の篠山を担う子どもの教育の充
実は、市政の最重要課題であり、まちづくりを担い、ふるさとを愛する子どもの健やかな育
成を目標に、教育の充実に努めます。また、子どもの教育は学校だけでなく、家庭、地域が
それぞれの特性を生かし連携を深め、市民全体でささやまっ子を育む教育環境の醸成に努め
ます。

□スクールバス管理事業 １２１,８２３千円---------------------------------------------------------------
□ふるさと創生奨学金貸付事業 ３,６５１千円--------------------------------------------------------------
□スクールカウンセラー ３,７０６千円--------------------------------------------------------------------
□体験教育推進事業 ２３,８３１千円---------------------------------------------------------------------------

(トライやる・ウィークほか)
□幼児教育推進事業 ７,０４４千円---------------------------------------------------------------------------
□小学校管理費 ２３９,１４０千円-----------------------------------------------------------------------------------
□小学校教育振興費 ７６,１４０千円-------------------------------------------------------------------------------
□小学校耐震診断調査事業 １１３,７５２千円-----------------------------------------------------------------------
□中学校管理費 １０９,０２１千円-----------------------------------------------------------------------------------
□中学校教育振興費 ６２,２８９千円-------------------------------------------------------------------------------
□中学校耐震診断調査事業 １０,７５０千円------------------------------------------------------------------------
□幼稚園費 １６３,９０１千円------------------------------------------------------------------------------------------
□特別支援学校管理費 ３９,２００千円----------------------------------------------------------------------------
□特別支援学校教育振興費 １,８９９千円------------------------------------------------------------------------
□特別支援学校自然学校費 ３０３千円----------------------------------------------------------------------------
□青少年育成費 ９,６４０千円---------------------------------------------------------------------------------
□青少年教育事業(公民館) ５８５千円---------------------------------------------------------------------

( ) 生涯学習社会は、子どもから高齢者まで誰もが自分らしく彩りある暮らしをおくることが2
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できる社会であり、自ら学び、自らの夢をもって生きる市民の輝く笑顔こそ何物にも代えが
たい「まちの宝」です。すべての市民がいきいきと学べる生涯学習社会の構築をめざした取
り組みを推進します。

□社会教育活動事業(公民館) ５,７６０千円--------------------------------------------------------------------
□地域づくり推進事業(公民館) １９,０１４千円------------------------------------------------------------------
□高齢者大学運営事業 ５,１９０千円------------------------------------------------------------------------
□図書館管理運営費 ７１,４０３千円---------------------------------------------------------------------------
□四季の森生涯学習センター事業費 ２,５４５千円--------------------------------------------------------
□篠山チルドレンズミュージアム管理運営費 ３２,０００千円----------------------------------------------
□情報化推進事業 ９４６千円----------------------------------------------------------------------------
□丹波篠山ビデオ大賞 １,３００千円-----------------------------------------------------------------------
□生涯学習支援「まなびすとバンク」事業 １９２千円------------------------------------------------

( ) 篠山の豊かな自然とそこで育まれた歴史や文化は、篠山の誇りであり、次の世代にしっか3
りと引き継がなければならない貴重な財産です。魅力あふれるふるさと篠山の歴史と文化を
大切にすると共に、新たな市民文化の創造に向けた取り組みを積極的に支援します。

□史跡篠山城跡保存修理事業 ４１,０３０千円-------------------------------------------------------------
□町並整備事業 ５３,３８７千円-------------------------------------------------------------------------------
□篠山能実行委員会補助事業 １,５００千円----------------------------------------------------------
□文化施設管理費 ４３,４６１千円-----------------------------------------------------------------------------

(篠山歴史美術館 篠山城大書院 安間家資料館 青山歴史村)
□文化ホール費 １１２,２３８千円-------------------------------------------------------------------------------

○田園交響ホール管理費 ４２,７８８千円-----------------------------------------------------------------
○田園交響ホール市主催事業費 １７,５１６千円---------------------------------------------------------
○四季の森生涯学習センター多目的ホール管理費 ２,１６３千円-----------------------------------
○四季の森生涯学習センター多目的ホール事業費 ６００千円----------------------------------
○さぎそうホール管理費 ７,７０１千円--------------------------------------------------------------------

□篠山市展 １,６９０千円---------------------------------------------------------------------------------

( ) 子どもからお年寄りまですべての市民が、より身近にスポーツに取り組めるよう「スポー4
ツクラブ２１」をはじめとした市民スポーツの振興に向けた活動を支援すると共に、スポー
ツに関わる競技会や講習会、研修会を開催し、競技力、技術力の向上とそれを支える指導者
の育成に努めます。

□海洋センター運営費 ３,５９１千円-------------------------------------------------------------------------
□西紀運動公園管理費 ６０,９９０千円------------------------------------------------------------------------
□篠山総合スポーツセンター管理費 ３４,３７８千円--------------------------------------------------------
□川代体育館管理費 ８,４４８千円--------------------------------------------------------
□ＡＢＣマラソン大会補助金 ２,０００千円--------------------------------------------------------

( ) 豊かな国際感覚をもつ人材を育成すると共に、在住外国人が安心して暮らせる地域となる5
よう、市民やＮＰＯ組織と連携して、国際交流と多文化共生に努めます。

□国際交流推進事業 ２,７８５千円----------------------------------------------------------------------------
○ 姉妹都市委員会補助金 ２,３００千円--------------------------------------------------------------
○ 在住外国人通訳派遣委託料 ３００千円-------------------------------------------------------------

□在住外国人支援事業委託料【生活支援・語学支援等】 ２,２２０千円-------------------------------------

（老人・介護福祉、保健、医療、健康、人権）３ 福祉のまちづくり

( ) 高齢者が生きがいをもって健やかな暮らしができるよう、地域の中で支えあうネットワー1
クづくりや社会参加活動の充実、支援を図ります。

□介護保険費 ５６６,１７４千円--------------------------------------------------------------------------------
□後期高齢者医療費 ５１９,４７７千円-----------------------------------------------------------------------
□敬老事業 １９,５８４千円------------------------------------------------------------------------------------
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□老人クラブ助成事業 １７,３２７千円----------------------------------------------------------------------
□人生８０年いきいき住宅助成事業 ８,４３１千円-------------------------------------------------------
□老人保護措置事業 ６８,７２９千円-------------------------------------------------------------------------
□高年齢者就業機会確保事業 １３,３８０千円-------------------------------------------------------------
□在宅高齢者支援事業 ３５,０５７千円----------------------------------------------------------------------
□地域介護・福祉空間整備交付金事業 １８,０００千円--------------------------------------------
□老人医療費助成事業 ５７,７８７千円----------------------------------------------------------------------
□老人保健医療費給付事業 ４６,７７４千円-------------------------------------------------------------------

( ) すべての市民が健康で健やかに暮らせる様に健康相談やまちぐるみ健診の充実に努めると2
共に、地域医療体制の確保と充実に向けた取り組みを進めます。

□母子福祉医療費 １１９,６３３千円----------------------------------------------------------------------------
□母子保健事業 １３,１２４千円-------------------------------------------------------------------------------
□予防費 ４４,８７８千円----------------------------------------------------------------------------------------
□生活習慣病予防対策費 ４７,０３８千円----------------------------------------------------------------------
□国民健康保険事業(特別会計) ４,５６０,４７８千円---------------------------------------------------------
□診療所事業(特別会計) ８９,６２７千円--------------------------------------------------------------------
□休日診療所事業 １４,５８３千円----------------------------------------------------------------------------

( ) 子どもからお年寄り、障害のある方も無い方もすべての市民がお互いを理解し、尊重しな3
がら自立した生活を送れるユニバーサル社会の実現に向けた取り組みを推進します。

□社会福祉協議会助成費 ６０,５７６千円-------------------------------------------------------------------
□知的障害者自立訓練ホーム運営事業 ３,１０８千円--------------------------------------------------
□知的障害者地域生活援護事業 ２,９５９千円------------------------------------------------------------
□精神障害者地域生活支援事業 １３,１８７千円-----------------------------------------------------------
□障害者自立支援法給付事業 ４５１,８５９千円--------------------------------------------------------------
□障害者医療費 １１３,５５９千円-------------------------------------------------------------------------------
□国民年金費 １４,６７４千円----------------------------------------------------------------------------------
□生活保護措置事業 ２３９,１４２千円--------------------------------------------------------------------------
□後期高齢者医療費給付等事業 ５１９,４７７千円--------------------------------------------------------------

( ) 安心して子どもを産み、育てられる子育てに優しいまち篠山をめざし、保育環境の充実や4
母子、育児相談といった子育てサポート体制の充実・強化に向けた取り組みを推進します。

□子育てふれあいセンター費 １８,５８５千円---------------------------------------------------------------
□家庭児童相談室設置費 ３,６１９千円--------------------------------------------------------------------
□児童扶養手当支給事業 １０９,３９５千円-------------------------------------------------------------------
□次世代育成支援対策事業 １０３千円-------------------------------------------------------------------
□ファミリーサポートセンター事業 ４,５７３千円----------------------------------------------------------
□児童措置費 ５２３,２５０千円----------------------------------------------------------------------------------
○児童手当支給事業299,308 ○私立保育所運営事業153,620 ○私立保育所特別運営事業616
○私立保育所障害児保育事業2,670 ○放課後児童対策事業48,769
○私立保育所延長保育事業9,439

□児童福祉施設費(公立保育所) ３２５,３９５千円----------------------------------------------------------
□児童館費 ９,８６０千円--------------------------------------------------------------------------------------
□母子福祉費 ６,３４１千円----------------------------------------------------------------------------------

( ) 人権を尊重し、あたたかいまちをつくるため、平和な社会づくり、豊かな人権文化の創造5
に向けて 「差別のない明るい社会の実現」に努めます。、

□人権推進費 １０３,７４２千円----------------------------------------------------------------------------
○人権対策管理費 ３８,０４６千円-------------------------------------------------------------------------
○人権政策啓発事業 ６,９０３千円-----------------------------------------------------------------------
○人権センター費 ４,９６９千円--------------------------------------------------------------------------

□隣保館等運営費 ５８,６５８千円---------------------------------------------------------------------------
□男女共同参画費 １,４８８千円-------------------------------------------------------------------------------
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（交通、消防、防災、防犯）４ 安心・安全のまちづくり

安心、安全で快適な市民生活を支えるため、行政と市民【地域】が相互の役割を踏まえ、
連携して効率的な防災体制を確立できるよう防災訓練等を実施すると共に、携帯電話の通信
エリア拡大や防災無線の充実強化や消防体制の拡充に努め、災害に強いまちづくりを推進し
ます。また、少子高齢化社会に対応した交通安全対策や地域防犯体制の確立についてもより
一層の充実に向け取り組みを進めます。

( ) 日常の暮らしの中で、天災や人災による被害を未然に、或いは最小限に留め、安心、安全1
のまちを築いていかなければなりません。このため、地域防災の視点に立って、関係機関と
連携を深め、災害に強いまちづくりを推進します。

□交通安全対策費 ２２,４７２千円----------------------------------------------------------------------------
□防犯対策費 ３,４０６千円----------------------------------------------------------------------------------
□消防体制および防災業務の充実

○常備消防費 ５３９,６４９千円-------------------------------------------------------------------------------
○非常備消防費 ７９,１９２千円----------------------------------------------------------------------------
○非常備消防施設管理整備費 ２２,０１０千円----------------------------------------------------------
○防災基盤整備事業 ３７,６６６千円----------------------------------------------------------------------

□災害対策費 ９,９７６千円----------------------------------------------------------------------------------
□公共交通対策事業 ７３,９１３千円-------------------------------------------------------------------------

○コミュニティバス運行補助金 ２４,９９０千円-----------------------------------------------------------
○市単独バス対策等補助金 ２４,５７２千円-------------------------------------------------------------
○乗合タクシー運行補助金 ３,４３８千円---------------------------------------------------------------
○代替バス運行補助金 ２,７３９千円--------------------------------------------------------------------
○バス対策(県単独路線維持)費補助金 １０,３１５千円---------------------------------------------------

（道路、建設、住宅、上下水道）５ 快適なまちづくり

快適な市民生活を支えるため、或いは自然と調和した循環型社会づくりを基本的目標とし
て道路、住宅整備、上下水道などの生活基盤の向上に取り組みます。篠山の豊かな自然や景
観を如何に後世に健全な形で引き継ぐかという視点を重視し、住む人、使う人、環境にさや
しい都市基盤の整備と保全に努めます。

( ) 市民生活の向上にとって不可欠な道路交通網の整備に取り組むと共に、篠山のもつ個性を1
生かした安全で快適な都市環境の保全に努めます。

□国庫補助道路整備事業 ２３４,００８千円-------------------------------------------------------------------
□市単独事業 １５,２００千円---------------------------------------------------------------------------------
□橋りょう整備事業 ６,４００千円----------------------------------------------------------------------------
□篠山城下町地区整備事業 ７９,８０３千円-----------------------------------------------------------------

( ) 住みたいまちから、住んでよかったまちとなるよう、人口定着の基盤となる公営住宅の整2
備と維持管理に努めます。

□市営住宅管理費 ３６,９２７千円---------------------------------------------------------------------------

( ) 環境問題は、今や全地球的課題として早急なる対策が求められてます。土壌汚染、水質汚3
濁、地球温暖化、二酸化炭素の増加などの環境問題が深刻化する中、自然豊かな篠山から率
先してこの問題に対処し、持続可能な循環型社会を実現するため生活関連施設の整備、充実
に取り組みます。
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□環境衛生費 １９,８３２千円----------------------------------------------------------------------------------
□公害対策費 １,０３２千円---------------------------------------------------------------------------------
□斎場運営管理費 ６３,４１３千円----------------------------------------------------------------------------
□小型合併処理浄化槽整備事業 ７,８８９千円----------------------------------------------------------
□塵芥処理費 ４２１,６７６千円---------------------------------------------------------------------------------
□塵芥収集費 １１４,３７５千円---------------------------------------------------------------------------------
□し尿処理費 １３４,０９３千円----------------------------------------------------------------------------------
□水道事業(水道事業会計) ２,７７５,９４７千円---------------------------------------------------------------
□下水道事業(特別会計) ２,３９９,５７２千円--------------------------------------------------------------------
□農業集落排水事業(特別会計) ７８０,５９３千円-------------------------------------------------------------

（農業、商業、伝統産業、観光業、企業誘致）６ 活力に満ちたまちづくり

明日の篠山の基盤づくりのためには、地域経済の活性化が不可欠であります。地域の基幹
、 、「 」産業である農業の振興に一層力を入れると共に 農畜産物の品質の向上を図り 丹波篠山

、 。ブランドの確立を目指し JAや農業改良普及所と連携して農業の生産基盤の強化を図ります
また 「ふるさと篠山へ帰ろう住もう 「丹波篠山ふるさと応援団」運動を推進し、Ｉター、 」

ン、Ｕターンを促すと共に、市内企業への就労拡大や農工団地指定等により、篠山に合った
自然や環境にやさしい新たな企業の誘致を促進します。また、中心市街地の活性化について
も商工会や商工業者と連携して取り組みを進めます。

( ) 篠山市の基幹産業である農業の振興は、本市にとって最重要課題であり、全国に向け多く1
の農業特産物を送り出す地域ブランドとして篠山の農産物振興を図ります。とりわけ、食に
対する安心・安全が大きくクローズアップされている今日、篠山ブランドの農産物に美味し
い、珍しいだけでなく、安心・安全という信頼性を高める取り組みが重要であり、農業協同
組合や農事法人はもとより、それぞれの農家と連携しながら、安全安心の篠山ブランドの定
着に取り組みます。また、グリーンツーリズムの視点に立って都市と農村の交流を進め 『多、
自然居住』の考え方による滞在・交流・居住人口の増加をめざし、過疎と高齢化に対峙でき
るまちづくりを推進します。

また、篠山のもう一つの財産である山林資源の保護と環境保護についても積極的に取り組
み、松くい虫防除対策や間伐事業を進めると共に、本年度から新たに県のみどり税を財源と

捕獲対策した混合林整備事業に取り組み、山林資源の保護と活用につとめます。また、有害
として防護柵設置等の防除対策を推進すると共に新規ハンターの確保【捕獲従事者の育
成】に対する支援やアライグマ等の特定外来生物の駆除についても対策を進めます。

□農業振興費 ２２,２４８千円-------------------------------------------------------------------------------------
○農山村ふるさと交流プラザ施設管理費 １,０９９千円--------------------------------------------------
○ハートピアセンター管理費 ６,４６４千円----------------------------------------------------------------
○ハートピア農園管理費 １,１２３千円---------------------------------------------------------------------
○大山荘の里市民農園管理費 ５,５８６千円-------------------------------------------------------------
○農作業受委託組織助成 ５,８０９千円---------------------------------------------------------------------

□特産物振興費 ７,２７６千円-------------------------------------------------------------------------
○安心ブランド事業 ２００千円----------------------------------------------------------------------------
○特産物振興事業 ３,０４０千円-----------------------------------------------------------------------
○いきいき農作業体験事業 １,２０７千円--------------------------------------------------------------------
○特産物振興ビジョン2010推進事業 １,８１６千円--------------------------------------------------------
○黒大豆の消費を支える担い手創造支援事業 ７００千円----------------------------------------------

□地域活性化センター管理費 ４,７２８千円---------------------------------------------------------------------
□農業推進事業費 ４,５９４千円--------------------------------------------------------------------------------

○生産組合活動支援事業 ２,１９０千円--------------------------------------------------------------------
○経営構造対策事業 ６１０千円------------------------------------------------------------------------

□生産調整対策費 ６,５５２千円--------------------------------------------------------------------------------
□農村地域費 ２１,８６６千円------------------------------------------------------------------------------

○農地流動化促進奨励金 ４,３００千円--------------------------------------------------------------------
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○担い手農地情報活用集積促進事業 ７,８２０千円------------------------------------------------------
○担い手経営展開支援リース事業 ５,０５９千円------------------------------------------------------------
○就農定着対策事業 ４,０１３千円-------------------------------------------------------------------------
○担い手育成支援事業 ３４９千円---------------------------------------------------------------------------

□畜産業費 １,８５７千円-----------------------------------------------------------------------------------
□農地費 ６９５,４９１千円-----------------------------------------------------------------------------------------

○土地改良事業公共事業負担金 ２６,３６２千円-------------------------------------------------------------
○県営土地改良事業負担金 ３４,００１千円----------------------------------------------------------------

□農村整備費 １８１,７６０千円--------------------------------------------------------------------------------
○中山間地域総合整備事業 ６０,９００千円----------------------------------------------------------------
○農業公園整備事業 ７０,１１０千円---------------------------------------------------------------
○むらづくり交付金事業 ５０,７５０千円-------------------------------------------------------------------

□農地保全費 ７８,３５６千円--------------------------------------------------------------------------------
○ため池等整備事業(山立池) ３１,６９０千円----------------------------------------------------------------
○農地・水・環境保全向上対策事業 ３７,６４６千円--------------------------------------------------------
○土地改良施設維持管理適正化事業(大谷新池、草野) ８,９７０千円---------------------------------

□林業振興費 ９８,８５５千円-----------------------------------------------------------------------------------
○松くい虫防除対策費 １,２４０千円-----------------------------------------------------------------------
○有害鳥獣駆除対策事業 １７,９３０千円-----------------------------------------------------------------
○環境対策育林事業 ７,６５６千円------------------------------------------------------------------------
○緊急防火林整備事業 ２８,３９０千円-------------------------------------------------------------------
○混交林整備事業 ４１,１５９千円---------------------------------------------------------------------------

( ) 活力あるまちづくりのためには、地域経済の活性化が不可欠であり、商工会や地元企業と2
連携して商工業の活性化に向け取り組むと共に、篠山の地域に相応しい新しい企業の誘致に
ついても積極的に取り組みます。また、企業誘致を推進するために本年度のできるけ早い時
期に新たに農工団地指定を新たに２箇所予定をしており、既指定の１箇所と合わせ３箇所の
農工団地指定によって企業誘致に向けた環境整備を図ります。また、新たな企業誘致に向け
た民間企業へのＰＲ活動を積極的に推進します。

□商工振興費 ６１,９５４千円------------------------------------------------------------------------------------
○商工会経営改善普及事業補助金 ２９,７３５千円------------------------------------------------------
○地域産業振興事業補助金 ７,６００千円------------------------------------------------------------------

□企業誘致促進費 ８,０４１千円-------------------------------------------------------------------------------

( ) 「歴史や伝統文化に育まれたまち篠山 、住む人、訪れる人の交流によってまちは賑わい、3 」
新たな息吹が吹き込まれます。篠山の観光は、歴史や文化、デカンショ祭りや丹波焼陶器ま
つりをはじめとする様々なイベント行事、更には豊かな農業特産物というように多様性と重
層的な側面をもっています。これは先人が遺してくれた大切な地域資源です。この篠山なら
ではの観光特性を生かした魅力ある観光振興に取り組みます。また、来年度に控えた篠山城
築城４００年祭を篠山観光のターニングポイントとして生かすべく、ＰＲ活動や新たな魅力

。 、 、づくりに積極的に取り組みます 篠山の魅力は 単に城のある城下町と言うことだけでなく
日本六古窯の一つに数えられる「丹波焼 「多紀連山や白髪岳」といった自然環境、里山や」、
昔ながらの民家といった良好な里山空間、観光資源とグリーンツーリズム拠点を複合して兼
ね備えているとい点であり、この特性を最大限に生かす取り組みを推進します。

□篠山市民センター管理費 ３２,３９２千円------------------------------------------------------------------
□公園費 ５,８３３千円------------------------------------------------------------------------------------------

○ふるさと公園管理費 １,８５１千円-------------------------------------------------------------------------
○都市公園管理費 ３,９８２千円------------------------------------------------------------------------------

□公園・観光施設管理費 １６,４１７千円----------------------------------------------------------------------
□観光振興事業（各種イベント開催補助金等） ２５,７０７千円-----------------------------------------------
□観光案内所運営事業 ７,４３０千円------------------------------------------------------------------------
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（行革、機構改革）７ 更なる行政改革の推進

篠山市の財政状況については、公債費の増加、地方交付税の削減、財政調整基金の減少など
により非常に厳しい状況にあり、財政の健全化に向けた抜本的な対策を採らなければ、市の財政
運営が立ちゆかなくなる恐れがあることから、市民の目線で行財政改革等の意見をいただくため
「篠山再生市民会議」を設置しました。平成１９年７月に諮問し、同１１月に行財政改革に伴う７項目
の第一次答申が出されました。今年の５月には篠山再生に向けた最終答申が提出される予定で
す。庁内においても「篠山再生市民会議」と平行して、所管課による改革項目の抽出やヒアリング
等を実施する中で、第一次答申を踏まえて平成２０年度の予算編成時に見込む行財政改革の効
果額や削減額について精査を行いました。抜本的な「行財政改革案」については、５月の最終答申
を受けて、本年の６月を目処に取りまとめることとし、平成２０年度当初予算の編成に際しては、下
記の観点から改革に取り組みました。

１．自主財源の確保
多様化する行政需要に柔軟に対応するための自主財源の確保。

２．事務事業の見直し
必要性、有効性、効率性、緊急性の観点からの見直し。

３．民間活力の導入
行政運営の効率化、市民サービスの維持向上等の観点からの、計画的な民間活力の導入。

４．内部管理経費の節減
内部管理に係る経費の点検と節減。

５．人件費の削減
職員適正化計画を前倒しした職員数の削減。

６．組織・機構の見直し
最大の効果を発揮できる組織づくり。

行政改革の取組一覧◎ 平成２０年度当初予算における主な

※経常経費のみ計上改革の主な取組項目
取組項目 効果額(千円) 備考

１．【自主財源の確保】 ２，６２６
スポーツセンター使用料の見直し １，９００ 利用時間帯による使用料のば

らつきを整理
その他 ７２６

２，６２６小計
取組項目 削減額(千円) 備考

２．【事務事業の見直し】 １４５，０４４
ⅰ事務事業の見直し １２３，０５０

住民税、固定資産税納付書送付方法の １，１０７ 納付書の送付を４期分を一括
見直し で送付
各種委員会の報酬等の見直し ７，１２４ 日額８１００円を日額４０００円

に減額
衛生委員報償費の見直し ４，０９５ 世帯割りを廃止するとともに、

均等割り分も見直しを行う
ごみ選別委託業務の見直し ２，４５５ 資源化物の適正価格の設定

により処理費用を軽減する
ゴミ焼却処理方法の見直し ６７，８４５ 焼却灰等の無害化処理の為
－ 溶融炉の稼動の中止 － に溶融炉を稼働しているが、ラ

ンニングコストが高騰している
ことから、大阪湾フェニックス
計画への焼却灰の搬出により
溶融炉の運転を停止しコスト
削減を図る
汚水処理施設共同整備事業を実汚水処理方法の見直し １７，０５９
施し、あさぎり苑を業務縮小し、下
水道施設でし尿処理することによ
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りコストを削減
健康福祉まつりの見直し １，６０４ 事業の廃止
文化の祭典実行委員会委託料見直し １，１６２ 各実行委員会への委託料の

見直し
重度心身障害者(児)介護手当の見直し １，１３３ 市単独分の廃止

１，０３７ 委託内容の見直しファミリーサポートセンター事業の見直し
【社協委託分の人件費を市の
嘱託職員の勤務時間に合わ
せる】

子育てふれあいセンターの見直し ２，３２５ 丹南と篠山の２箇所を拠点施
設とし、西紀、今田の開所日を
を縮小する。

要介護認定有効期間の見直し ２，６６０ 有効期間を延長することにより
認定に係る経費を節減

長寿祝い金の見直し ６，８９２ ８０・９０・１００歳祝い金廃止、
８７歳、９９歳、１０１歳以上は
記念品に変更

外出支援サービス事業の見直し １，１４８ 委託内容の見直し
軽度生活援助事業の見直し １，２３１ 委託内容の見直し
その他 ４，１７３

ⅱ 補助金・負担金の見直し ２１，９９４
２，０２７ 事業の廃止保育所３歳児未満受入対策事業の見直し

高齢者就業機会確保事業の見直し １，１９０ 国庫補助金と同等額を市補助
金として交付
【市単独分の廃止】

水道料金等福祉補助事業の見直し ４，８４５ 老人福祉の在宅生活支援へ
の重点化のため補助の廃止

篠山土地改良協議会補助金の見直し １，６００ 補助内容の見直し
合併浄化槽設置補助金の見直し ９，５９８ 補助内容の見直し

市の補助金を国庫補助対象額
と同額に改定
【市単独部分の廃止】

その他 ２，７３４

３．【民間活力の導入】 １９，２９８
１８，４０８ 指定管理者制度の導入チルドレンズミュージアムの運営の見直し

その他 ８９０

４．【内部管理経費の節減】 ５，７２７
庁舎清掃業務委託の見直し ２，５０２ 清掃業務の一部を職員によっ

て行うことにより節減
その他 ３，２２５

５．【人件費の削減】 ２７９，５５１
但し、職員数削減による純効果職員数の適正化等 ２７９，５５１
額は、４億９，６００万円

２．～５．の合計小計 ４４９，６２０

１．～５．の合計合 計 ４５２，２４６
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機 構 改 革－６．組織・機構の見直し －

地方分権の進展、少子高齢化社会の到来などを背景とした広範な政策課題や多様化する住民
ニーズに対して、総合的・機動的な施策展開が求められています。また、行財政改革を着実に遂行
すること、これに伴い、限られた人数でより効果的・効率的な行政サービスを提供していくことが必
要となっています。
［ H19＝566名 退職者66名 新規採用10名 → H20＝510名 ］

これらの課題に対応するため、平成２０年度の組織編成にあたっては、「部・課・係の統合再編」
「組織のフラット化」及び「プロジェクトチーム方式の積極的な活用」等の視点から改革、見直しを行
います。

ⅰ 部・課・係の統合再編

・生活部と人権推進部を「市民生活部」に、福祉部と保健部を「保健福祉部」に、産業経済部と
建設部（下水道課除く）を「まちづくり部」に、建設部下水道課と公営企業部を「上下水道
部」に統合再編します。

・市民生活部・保健福祉部・まちづくり部には、部内の行財政改革、企画、調整、予算管理等を
行う部署として企画総務課を設置します。

［ H19市長部局＝９部35課61係 → H20＝６部34課48係 ］

（ 、 ）。・主査及び主事の職員は課単位で配属 係は固定せず 課長判断で柔軟な業務分担を可能とする

ⅱ 組織のフラット化

・参事職を廃止します。また、副課長職及び課長補佐職についても今後の廃止を前提に、順次そ
の人数削減を図ります。
※決裁が最大３段階減少することとなり、意志決定のスピードアップにつながる。
※将来的には、部長、課長、係長の簡素な職階を目指します。

・管理職員数（全職員に占める管理職の割合）を削減します。
［ H19＝125名（22％） → H20＝98名（19％） ］

ⅲ プロジェクトチーム方式の積極的な活用

・部局横断的な課題に的確に対応するため、適宜、プロジェクトチームを編成します。

、 、・プロジェクトチームのリーダーには 主管する部の課長補佐職の職員を充てることを原則とし
当該部の次長がプロジェクトの進行管理を行います。

＊例えば、毎週水曜日の午後をプロジェクトチーム活動日に設定するなど、プロジェクトチーム
の活動しやすい職場環境を整えます。
※プロジェクトチーム例

土地処分・活用、入札制度見直し、総合窓口化、まちづくり協議会支援、
環境基本構想策定、幼保一体化、景観法導入、アグリ産業クラスター推進、
観光まちづくり、丹波篠山の家、学校統廃合、築城４００年祭 等

ⅳ その他

・女性職員を積極的に管理職に登用します。
・自己申告制度による職員の異動希望をできる限り反映します。
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８ 会計別当初予算額一覧

（単位：千円 ％）《一般会計、特別会計・企業会計》

平成20年度 平成19年度 増減額 増減率

21,727,000 21,337,000 390,000 1.8%

25,961 26,556 -595 -2.2%

0 11,872 -11,872 皆減

2,399,572 2,195,924 203,648 9.3%
公 共 下 水 道 1,313,290 1,158,720 154,570 13.3%

特定環境保全公共下水道 1,086,282 1,037,204 49,078 4.7%

780,593 698,606 81,987 11.7%

7,221 6,885 336 4.9%

89,627 90,720 -1,093 -1.2%

23,899 16,534 7,365 44.5%

4,560,478 4,566,119 -5,641 -0.1%

事 業 勘 定 4,426,175 4,416,100 10,075 0.2%
直 営 診 療 所 勘 定 134,303 150,019 -15,716 -10.5%

486,519 4,583,776 -4,097,257 -89.4%

536,250 0 536,250 皆増

3,278,170 3,157,760 120,410 3.8%

介 護 保 険 事 業 勘 定 3,224,198 3,108,975 115,223 3.7%

介護サービス事業勘定 53,972 48,785 5,187 10.6%

12,188,290 15,354,752 -3,166,462 -20.6%

148,895 136,112 12,783 9.4%
2,775,947 2,825,257 -49,310 -1.7%

2,924,842 2,961,369 -36,527 -1.2%

36,840,132 39,653,121 -2,812,989 -7.1%合 計

特 別 会 計

企 業 会 計

水 道 事 業 会 計

国民健康保険特別会計

老 人 保 健 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

会 計 名

一 般 会 計

住 宅 資 金 特 別 会 計

農 業 共 済 事 業 会 計

宅地造成事業特別会計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農業集落排水事業特別会計

公営駐車場事業特別会計

診 療 所 特 別 会 計

観光施設事業特別会計
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